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報 道 資 料

平成２４年１１月１６日

国家公務員倫理審査会

平成24年度公務員倫理に関するアンケート調査結果について

国家公務員倫理審査会では、国家公務員の倫理の保持のための施策を検討する際の参考

とするため、平成21年度に引き続き、国家公務員倫理法が適用される一般職の国家公務員

及び国家公務員と接触する機会があると思われる民間企業を対象として、公務員倫理につ

いての意見・評価等を聴取するアンケート調査を行いました。

平成24年度の主な結果は、次のとおりです。

アンケート調査結果のポイント

１ 国家公務員の倫理感に対する印象

－ 国家公務員の自らの倫理感に対する自己評価には、依然として、民間企業と

ズレが見られる

国家公務員の倫理感の印象について質問したところ、国家公務員では 「倫理感、

が高い」又は「全体として倫理感が高いが、一部に低い者もいる」と好意的な見

方をしている者の合計は82.0％と高い割合となり 「全体として倫理感が低いが、、

一部に高い者もいる」又は「倫理感が低い」と厳しい見方をしている者の合計は

3.4％となりました。一方、民間企業においては、好意的な見方をしている者の合

計は50.9％にとどまり、厳しい見方をしている者の合計は17.7％となりました。

平成21年度調査では、好意的な見方をしている者の合計は、国家公務員で82.7

％、民間企業で60.4％であり、平成24年度調査では、平成21年度調査と比べ、好

意的な見方をしている者の合計が国家公務員では0.7％減少、民間企業では9.5％

減少しています （別添１ページ参照）。

２ 倫理法・倫理規程で定められている行為規制全般に対する印象

－ 国家公務員では３人に２人が、民間企業では４人に３人が、倫理法・倫理規

程の内容について妥当と考えている

平成21年度調査においては、倫理法・倫理規程で定められている行為規制全般

、「 」 、 、について質問したところ 妥当である と回答した者が 国家公務員では70.8％

民間企業では79.9％と高い割合を占めていました。平成24年度調査においても、

、「 」 、 、国家公務員では 妥当である と回答した者が65.2％を占める結果となり また

民間企業においても、国家公務員を上回る75.0％の企業が「妥当である」と回答

しています （別添２ページ参照）。
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３ 行政と民間企業等との間の意見交換等への支障

－ 支障が生じていると思う国家公務員の割合が大きく減少し、国家公務員と民

間企業の意識が近づいてきている

倫理法・倫理規程によって、行政と民間企業等との間の情報収集、意見交換等

に支障が生じていると思うかについて質問したところ 「そう思う 「ある程度そ、 」、

う思う」と意見交換に支障があると回答した者の合計が、国家公務員では平成21

年度調査と比べ16.9％減の32.9％、民間企業では平成21年度調査と比べ3.1％減の

21.4％となりました。

また 「そう思わない 「あまりそう思わない」と意見交換に支障を感じていな、 」、

、いと回答した者の合計が国家公務員では平成21年度調査と比べ11.7％増の55.1％

民間企業では平成21年度調査と比べ5.1％減の66.8％でした。

上記のとおり、平成21年度調査に比べ、支障が生じていると思う国家公務員の

割合が大きく減少する一方で、支障を感じていない国家公務員の割合が大きく増

加し、まだズレがあるものの、国家公務員と民間企業の意識が近づいてきている

ことがわかる結果となりました （別添３ページ参照）。

４ 最後に倫理研修に参加してからの期間

－ ここ３年間で国家公務員の倫理研修の実施が進んできている

国家公務員に対し、公務員倫理に関する内容がカリキュラムに組み込まれてい

る研修等に最後に参加してからどのくらいの期間が経過しているか質問したとこ

ろ 「１年未満」と回答した者は47.1％であり、平成21年度調査と比べて9.9％増、

加しています。なお 「一度も受講していない」と回答した者は8.3％であり、平、

成21年度調査に比べて9.0％減少しています。このことから、各府省における倫理

研修の実施が３年前と比較して進んでいることがわかる結果となりました （別添。

４ページ参照）

アンケート調査の概要

◇ 調査対象

① 職員アンケート：倫理法・倫理規程が適用される一般職の国家公務員 5,000人

② 民間企業アンケート：東京、大阪、名古屋各証券取引所上場企業(１部、２部) 2,408

社

◇ 調査時期

平成24年７月

◇ 回答状況

① 職員アンケート：回答者数 4,115人 （回答率 82.3％）

② 民間企業アンケート：回答企業数 563社 （回答率 23.4％）
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【国家公務員倫理審査会の最近の主な取組内容】

国家公務員倫理審査会では、現在 「職員の倫理意識の涵養 「倫理的な組織風土の構築 、、 」、 」

「不祥事への厳正な対応」の三つの倫理保持施策の課題を掲げています。

その具体的な取組として重点的に取り組んでいる事項は以下のとおりです。

１．倫理研修の計画的・定期的な実施

各府省における研修実施の推進を図るとともに、倫理制度の周知徹底や各府省におけ

る倫理研修の指導者養成のため、各府省の倫理事務担当者等を対象として、全国10か所

で倫理制度説明会を実施しました。平成23年度の同説明会における受講者のアンケート

結果は 「大変役立った」が39.7％ 「ある程度役立った」が56.1％ 「あまり役立たなか、 、 、

った」が2.1％でした。

また、同説明会と併せて、全国の経済団体を訪問して、倫理法・倫理規程のポイント

を説明するとともに、民間企業に対する広報活動への協力の依頼等を行っています。

２．通報制度の活用の推進

通報制度は、違反行為の早期発見、違反行為に対する抑止効果に資することから、国

家公務員の倫理に反すると疑われる行為に関する通報を受け付ける「通報窓口」を各府

省に設置するよう働きかけ、現在、全ての府省において通報窓口が整備されています。

、 「 」 。また 倫理審査会にも通報窓口として 公務員倫理ホットライン を常設しています

３．国家公務員倫理週間の取組の充実

、 、毎年12月１日から７日までの国家公務員倫理週間において 啓発用ポスターを作成し

各府省及び全国の経済団体に配布しています。

また、各府省における倫理の保持の責務を有する倫理監督官（事務次官等）に対し、

全ての所属職員に向けて倫理監督官自身の公務員倫理に関する考えを講話及びメールに

より周知することを依頼し、全ての府省で実施されています（平成23年度 。）

上記のほか、国家公務員倫理審査会では様々な施策に取り組んでいます。詳しい内容につ

、 （ ）きましては 国家公務員倫理審査会ホームページ http://www.jinji.go.jp/rinri/index.htm

をご覧ください。

問
国家公務員倫理審査会事務局 首席参事官 磯野 宏志合

せ
電話(03)3581-5344（直通）

先

【公務員倫理ホットライン】

TEL 03-3581-5344

e-mail rinrimail@jinji.go.jp

※電話、メールとも、通年で受け

付けています。通報者の氏名等

は窓口限りにとどめられます。
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１　国家公務員の倫理感について、どのような印象をお持ちですか。

○　平成24年度

※　n=有効回答者数（以下同じ）

○　平成21年度

7.7%

13.1%

43.2%

68.9%

27.2%

13.1%

14.1%

2.9%

3.6%

0.5%

4.3%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

民間企業
(n=562)

職員
(n=4,113)

倫理感

が高い

倫理感

が低い

どちらとも

言えない

全体として倫理感

が高いが、一部に

低い者もいる

全体として倫理感

が低いが、一部に

高い者もいる

分から

ない

1

○　平成21年度

7.7%

13.1%

43.2%

68.9%

27.2%

13.1%

14.1%

2.9%

3.6%

0.5%

4.3%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

民間企業
(n=562)

職員
(n=4,113)

倫理感

が高い

倫理感

が低い

どちらとも

言えない

全体として倫理感

が高いが、一部に

低い者もいる

全体として倫理感

が低いが、一部に

高い者もいる

分から

ない

4.5%

11.9%

55.9%

70.8%

21.5%

12.3%

12.1%

3.3%

4.2%

0.7%

2.0%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

民間企業
(n=671)

職員
(n=4,055)

倫理感

が高い

倫理感

が低い

どちらとも

言えない

全体として倫理感

が高いが、一部に

低い者もいる

全体として倫理感

が低いが、一部に

高い者もいる

分から

ない

1



（別添）

○　平成24年度

○　平成21年度

２　倫理規程で定められている行為規制の内容全般について、どのように思いま
　すか。
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○　平成24年度

○ 平成21年度

３　倫理法・倫理規程によって、職務に必要な行政と民間企業等との間の情報収
　集、意見交換等に支障が生じていると思いますか。
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４　あなたが公務員倫理に関する内容がカリキュラムに組み込まれている研修等
　（説明会、講演会等を含む。）に最後に参加してからどのくらいの期間が経過
　していますか。
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公務員倫理に関するアンケート調査結果 
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問１　倫理法・倫理規程のルールに関する問題についてお答えください。

【正答率】

※　n=有効回答者数（以下同じ）

問 国家公務員 倫理保持 現状を踏まえると 現在 国家公務員 姿勢とし 不足し る ある

Ⅰ　職員アンケート

問２　国家公務員の倫理感について、どのような印象をお持ちですか。
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全体（n=4,115）

（人）

1



問４　このアンケートが届く以前、倫理法・倫理規程についてどの程度御存知でしたか。

問５　現在、倫理規程で定められている行為規制の内容全般について、どのように思いますか。

よく知っていた
12.8%

ある程度知っていた
76.2%

あまり知らなかった
10.1%

全く知らなかった
0.9%

(n=4,111)

厳しい
4.5%

どちらかといえば厳し

い
26.7%

妥当である
65.2%

どちらかといえば緩や

かである
3.3%

緩やかである
0.3%

(n=4,100)

問６　倫理規程で定められている行為規制の各論についてお聞きします。以下のア～カの行為規制につ
　　いて、どのように思いますか。ア～カのそれぞれについてお答えください。

よく知っていた
12.8%

ある程度知っていた
76.2%

あまり知らなかった
10.1%

全く知らなかった
0.9%

(n=4,111)

8.3%

8.1%

9.3%

13.4%

4.9%

11.3%

70.3%

81.2%

81.8%

75.0%

86.6%

82.2%

3.7%

4.3%

3.5%

7.1%

4.0%

1.7%

17.6%

6.4%

5.4%

4.5%

4.5%

4.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

カ 報告書関係(n=4,070)

オ ゴルフ・旅行関係(n=4,079)

エ 無償のサービス提供関係(n=4,081)

ウ 飲食関係(n=4,076)

イ 贈与関係(n=4,080)

ア 利害関係者の範囲関係(n=4,085)

厳しい 妥当である 緩やかである 分からない

厳しい
4.5%

どちらかといえば厳し

い
26.7%

妥当である
65.2%

どちらかといえば緩や

かである
3.3%

緩やかである
0.3%

(n=4,100)

2



問８　あなたが公務員倫理に関する内容がカリキュラムに組み込まれている研修等（説明会、講演会等
　　を含む。）に最後に参加してからどのくらいの期間が経過していますか。

問７　倫理法・倫理規程によって、職務に必要な行政と民間企業等との間の情報収集、意見交換
　　等に支障が生じていると思いますか。

そう思う
5.8%

ある程度そう思う
27.1%

あまりそう思わない
36.2%

そう思わない
18.9%

分からない
11.9%

(n=4,112)

１年未満
47.1%

１年以上３年

未満

３年以上５年未満
8.8%

５年以上
12.1%

一度も受講し

たことがない
8.3%

問９　倫理研修において有意義だと思う内容について、順位をつけて３つ以内でお選びください。

28

71

73

31

166

196

151

623

1,700

1,032

7

206

171

39

322

419

265

1,082

1,036

323

20

525

337

80

463

498

254

678

279

340

0  1,000  2,000  3,000 

その他

通報制度の窓口やその効果、具体的処理例等の周知

公務の在り方についての有識者による講演や

ディスカッション

古典や名著を活用し、公務員としての

在り方を考える研修の実施

民間企業等におけるコンプライアンス問題

（企業倫理）への取組状況

部下や組織の倫理の保持のためのマネジメント手法

倫理問題に関するテーマ・ディスカッション

実際に不祥事が発生した際の対応方法

倫理法・倫理規程違反に関する事例研究

倫理法・倫理規程に関する体系的な説明・解説

第１位 第２位 第３位

(n=4,071)

（人）

そう思う
5.8%

ある程度そう思う
27.1%

あまりそう思わない
36.2%

そう思わない
18.9%

分からない
11.9%

(n=4,112)

１年未満
47.1%

１年以上３年

未満
23.6%

３年以上５年未満
8.8%

５年以上
12.1%

一度も受講し

たことがない
8.3%

(n=4,109)
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問10　倫理法・倫理規程に違反する行為についての通報窓口について、知っているものをお選びくださ
　　　い。

問11　あなたは、倫理法・倫理規程に違反すると疑われる行為を発見した場合に、所属府省や倫理審査
　　　会の通報窓口に通報しようと思いますか。

所属府省の通報窓口と

倫理審査会の

通報窓口の両方
20.1%

所属府省の通報窓口
40.9%倫理審査会の

通報窓口

(通年開設しているもの)
9.4%

どちらも知らない
29.6%

(n=4,105)

通報しよう

と思う
58.2%

通報しようと

は思わない
41.8%

問11－２　通報しようとは思わない理由はなんですか。３つ以内でお選びください。（問11で②を選んだ者のみ
　　　　　　　回答）

所属府省の通報窓口と

倫理審査会の

通報窓口の両方
20.1%

所属府省の通報窓口
40.9%倫理審査会の

通報窓口

(通年開設しているもの)
9.4%

どちらも知らない
29.6%

(n=4,105)

通報しよう

と思う
58.2%

通報しようと

は思わない
41.8%

(n=4,089)

21.3%

40.1%

28.3%

20.6%

23.8%

20.6%

26.4%

44.8%

6.9%

0% 20% 40% 60%

通報窓口の連絡先が分からない

発見した行為が倫理法・倫理規程違反に

該当するかどうか判断できない

通報は密告のようなマイナスイメージがある

通報者の氏名等が漏らされ、

周囲の者に知られるおそれがある

通報したことにより不利益な取扱いを受けるおそれがある

通報しても適切に処理されないのではないか

という不信感がある

通報後の聴取等により面倒な手間が増える

本人に直接注意する又は上司や同僚に

相談するため通報する必要はない

その他

(n=1,722)
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問12　通報制度がより一層活用されるためには、どのようにすれば良いと思いますか。最も効果的と思う
　　　ものを１つお選びください。

問13　通報制度の効果についてどのように考えますか。３つ以内でお選びください。

42.4%

57.1%

職員の倫理意識が高まる

不祥事を早期に発見し、

対応することができる

職員に対する通報窓口

の周知
17.2%

通報制度は組織を良く

するために有効な手段

であるなどの意義・効

果をアピール
14.6%

個人情報の秘匿は厳守さ

れていること、通報者に

とって不利益な取扱いをし

ないことなど、通報は適切

に取り扱われていることを

アピール

34.0%

通報者に対する処理結

果等のフィードバックの

徹底
7.3%

通報により事案が発覚

した実例の紹介
23.4%

その他
3.5%

(n=4,090)

42.4%

57.1%

72.5%

5.0%

30.3%

10.6%

5.9%

0% 20% 40% 60% 80%

職員の倫理意識が高まる

不祥事を早期に発見し、

対応することができる

違反に対する抑止効果となる

職場の風通しが良くなり、

雰囲気が良くなる

国民の公務に対する信頼が高まる

あまり効果はない

全く効果はなく、

むしろ職場の雰囲気を悪くする

(n=4,098)

職員に対する通報窓口

の周知
17.2%

通報制度は組織を良く

するために有効な手段

であるなどの意義・効

果をアピール
14.6%

個人情報の秘匿は厳守さ

れていること、通報者に

とって不利益な取扱いをし

ないことなど、通報は適切

に取り扱われていることを

アピール

34.0%

通報者に対する処理結

果等のフィードバックの

徹底
7.3%

通報により事案が発覚

した実例の紹介
23.4%

その他
3.5%

(n=4,090)
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問14　あなたの勤務する職場について、当てはまると思うものを全てお選びください。

69.6%

36.5%

37.5%

33.7%

27.5%

31.4%

42.5%

17.3%

51.3%

15.2%

37.6%

25.7%

全体として所属職員の倫理意識は高い

所属職員全員が、「国家公務員倫理教本」を持っている

所属職員全員が、「国家公務員倫理カード」を持っている

倫理法・倫理規程に関して判断に迷った場合には、

すぐに相談できる体制が整えられている

所属職員に対し、倫理法・倫理規程に違反する行為についての

通報窓口が周知されている

責任範囲や権限内容の明確化、業務のチェック体制の整備、

利害関係者との接触が多いポストには長期間同じ職員を配置しないなど、

不祥事の発生を防止するための体制が整えられている

上司と部下のコミニュケーションはよく取れており、

都合が悪い情報も含め、速やかに共有する体制ができている

情報を積極的に公開するなど、透明性の高い職場である

倫理の保持に関する研修・啓発活動が

定期的に行われている

倫理の保持に関する研修・啓発活動が

効果的に行われている

実際に起きた不祥事や違反行為についての内容が、

職場に周知されている

業務改善に対する意識が高い

問15　倫理法・倫理規程違反をなくすための方策として、有効であると思われる方策について、有効だと
　　　思う順に３つ以内でお選びください。

69.6%

36.5%

37.5%

33.7%

27.5%

31.4%

42.5%

17.3%

51.3%

15.2%

37.6%

25.7%

0% 20% 40% 60% 80%

全体として所属職員の倫理意識は高い

所属職員全員が、「国家公務員倫理教本」を持っている

所属職員全員が、「国家公務員倫理カード」を持っている

倫理法・倫理規程に関して判断に迷った場合には、

すぐに相談できる体制が整えられている

所属職員に対し、倫理法・倫理規程に違反する行為についての

通報窓口が周知されている

責任範囲や権限内容の明確化、業務のチェック体制の整備、

利害関係者との接触が多いポストには長期間同じ職員を配置しないなど、

不祥事の発生を防止するための体制が整えられている

上司と部下のコミニュケーションはよく取れており、

都合が悪い情報も含め、速やかに共有する体制ができている

情報を積極的に公開するなど、透明性の高い職場である

倫理の保持に関する研修・啓発活動が

定期的に行われている

倫理の保持に関する研修・啓発活動が

効果的に行われている

実際に起きた不祥事や違反行為についての内容が、

職場に周知されている

業務改善に対する意識が高い

(n=4,020)

916

3,045

2,599

672

1,122

1,393

323

989

1,229

273

474

368

327

282

594

289

494

669

0  1,000  2,000  3,000  4,000  5,000 

幹部職員のリーダーシップの涵養

違反行為が起こらないような組織風土の醸成

職員に対する研修・周知活動

民間企業や国民に対する広報・周知活動

違反について通報しやすいような

通報制度の構築

違反者に対する処分の厳格化

(n=4,086)

第１位 第２位 第３位 （人）
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問16　これまでの問いに対する回答のほか、倫理法・倫理規程違反をなくすための方策、倫理審査会や
　　　各府省において取り組むべきこと、倫理規程の内容についての御意見など、自由に御記入くださ
　　　い。

　職場では最低年に１度、倫理に関する研修があるが、実際にあった事例を始まりから結末まで
紹介されるため記憶に残って意識しやすい。また、倫理違反の行動とその処分だけでなく周囲・
社会に与えた影響をより強調すると記憶に残りやすいと思う。

　公務員として高い倫理感が必要であり、維持すること。そのために、モチベーションを高めら
れるようにしていくことも大事である。

　近頃、公務を取り巻く環境が大きく変化している中、相次ぐ不祥事の発生などにより、公務員
に向けられる国民の目は一段と厳しくなっている。このように公務に対する国民の信頼が揺らぎ
つつある今日、公務員への一層の信頼を確保していくためには、公務員一人ひとりが服務上の規
律や倫理法・倫理規程を遵守することはもちろん、公務に対する国民の期待に積極的にこたえる
姿勢を持ち、非違行為等の発生防止に組織的・継続的に取り組むことが求められている。

　研修や事例紹介等を通じて学ばないことにはしっかりとした対応ができないため、職員の年
齢・経験・役職に応じた研修等の機会を多くしてほしい。

部下が上司 倫理規程を違反し る現場に遭遇した場合に すぐに通報 きるような風通し

　通報窓口の周知をもっとすべきと考える。多くの人がどこに設置されているかを知らないと思
う。通報した人の地位、秘密を守るようにすべきと考える。この部分が担保されないと窓口を設
置しても効果がないと思う。

　トップ職員の意識にずいぶんと温度差があるように感じられる。幹部職員のリーダーシップが
強く求められる。

　通報制度は重要なものではあるが、職員はマイナスのイメージを抱きがち。通報により不祥事
の重大化を防ぐという積極的な動機付けを行う必要があると思う。例えば通報で重大化が防ぐこ
とができ、当事者の処分も比較的軽く済んだとかの事例があると、活用しようとすると考える。

　倫理規程違反の中には職員だけでなく、利害関係者側の倫理規程への理解不足により引き起こ
される場合もあるのではないかと感じる。職員への周知徹底はもとより、民間の側にも積極的に
倫理規程を知らしめるべく、周知することに力を入れるべきだと考える。

　部下が上司の倫理規程を違反している現場に遭遇した場合に、すぐに通報できるような風通し
の良い職場にするよう職員全体で努める。

　利害関係者との接触が多い職務については、責任範囲や権限内容を明確化し、業務のチェック
体制の整備が必要不可欠である。

7



※　n=有効回答者数（以下同じ）

Ⅱ　民間企業アンケート

問１　国家公務員の倫理感について、現在、どのような印象をお持ちですか。また、「倫理感が
　　高い」等又は「倫理感が低い」等を回答された方は、そう思う理由を教えてください。

　「倫理感が高い」又は「全体として倫理感が高いが、
　一部に低い者もいる」を選んだ理由（複数回答）

　「倫理感が低い」又は「全体として倫理感が低いが、
　一部に低い者もいる」を選んだ理由（複数回答）

70不祥事や汚職が少ないから 38不祥事や汚職がなくならないから

倫理感が高い
7.7%

全体として倫理感が

高いが、一部に低い

者もいる
43.2%

どちらとも言

えない
27.2%

全体として倫理感が

低いが、一部に高い

者もいる
14.1%

倫理感が低い
3.6%

分からない
4.3%

(n=562)

（社） （社）

70

58

87

48

7

104

0 40 80 120

不祥事や汚職が少ないから

国民の利益のために働いて

いるから

公正に職務を執行しているから

情報公開制度等もあり、

業務の透明性が高いから

業務を効率的に行っているから

日頃接している国家公務員の

倫理感が高いと感じるから

(n=277)

38

65

16

40

55

7

0 20 40 60 80

不祥事や汚職がなくならないから

国民の利益よりも

自分達の利益を優先しているから

職務の執行に公正さを

欠いているから

仕事のやり方が不透明であり、

国民に対する説明責任を

果たしていないから

税金の無駄遣いが多いから

日頃接している国家公務員の

倫理感が低いと感じるから

(n=95)

倫理感が高い
7.7%

全体として倫理感が

高いが、一部に低い

者もいる
43.2%

どちらとも言

えない
27.2%

全体として倫理感が

低いが、一部に高い

者もいる
14.1%

倫理感が低い
3.6%

分からない
4.3%

(n=562)

（社） （社）

8



【そう思った理由】（複数回答）

問２　国家公務員の倫理感は、最近どのように変化していると思いますか。また、なぜそう思っ
　　たのか教えてください。国家公務員全体、幹部職員のそれぞれについてお答えください。

136

47

104
国家公務員の状況を直に見て

国家公務員から状況を聞いて

（社）

8.6%

9.9%

17.5%

21.1%

41.3%

42.3%

14.4%

11.9%

5.0%

3.7%

13.2%

11.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

幹部

(n=555)

全体

(n=563)

良くなっている 少し良く

なっている
変わらない 少し悪く

なっている
悪くなっている

分から

ない

136

47

333

32

49

104

35

347

26

46

0 100 200 300 400

国家公務員の状況を直に見て

国家公務員から状況を聞いて

新聞、テレビ等マスコミの報道を見聞きして

知人等からの話を聞いて

なんとなく

全体(n=512)

幹部(n=495)

（社）

8.6%

9.9%

17.5%

21.1%

41.3%

42.3%

14.4%

11.9%

5.0%

3.7%

13.2%

11.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

幹部

(n=555)

全体

(n=563)

良くなっている 少し良く

なっている
変わらない 少し悪く

なっている
悪くなっている

分から

ない
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問３　国家公務員の倫理保持の現状を踏まえると、現在、国家公務員の姿勢として、不足してい
　　る、あるいは更に求められると思うものは何ですか。強く思う順に３つ以内でお選びくださ
　　い。

19

107

36

83

138

80

91

24

122

94

87

100

89

29

65

135

91

60

57

69

36

いかなる政権の下においても、専門家として

中立の立場で職務を遂行すること

国の予算の財源は国民の税金であるという

自覚をもって効率的に職務を遂行すること

業務の透明性を高め、説明責任を果たすこと

国を支えているという使命感、高い志

国民の利益を第一に考えること

公私の区別を明らかにし、職務や地位を

私的利益のために用いないこと

法令を遵守し、職務を公平、公正に行うこと

第１位 第２位 第３位

（社）

問４　あなたが国家公務員の仕事への取組について感じているお気持ちに最も近いものをお選び
　　ください。

大いに期待している
35.0%

ある程度

期待している
41.6%

どちらとも言えない
12.3%

あまり

期待していない
9.8%

全く期待していない
1.4%

(n=563)
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いかなる政権の下においても、専門家として

中立の立場で職務を遂行すること

国の予算の財源は国民の税金であるという

自覚をもって効率的に職務を遂行すること

業務の透明性を高め、説明責任を果たすこと

国を支えているという使命感、高い志

国民の利益を第一に考えること

公私の区別を明らかにし、職務や地位を

私的利益のために用いないこと

法令を遵守し、職務を公平、公正に行うこと

第１位 第２位 第３位

(n=561)

（社）
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問５　このアンケートが届く以前、倫理法・倫理規程についてどの程度御存知でしたか。

問６　倫理規程で定められている行為規制の内容全般について、どのように思いますか。

よく知っていた
12.3%

ある程度

知っていた
45.0%

あまり知ら

なかった
31.0%

全く知らなかった
11.7%

(n=562)

厳しい
2.7%

どちらかといえ

ば厳しい
10.0%

妥当である
75.0%

どちらかといえば緩

やかである
7.1%

緩やかである
2.3%

分からない
2.9%

(n=561)

問７　倫理規程で定められている行為規制の各論についてお聞きします。以下のア～カの行為規
　　制について、どのように思いますか。ア～カのそれぞれについてお答えください。また、そ
　　う思う理由も教えてください。

3.3%

6.4%

5.6%

10.4%

5.3%

2.6%

77.1%

79.6%

82.3%

76.0%

83.9%

85.6%

11.2%

10.8%

9.5%

11.5%

8.6%

8.9%

8.4%

3.3%

2.6%

2.2%

2.2%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

カ 報告書関係(n=547)

オ ゴルフ・旅行関係(n=548)

エ 無償のサービス提供関係(n=549)

ウ 飲食関係(n=550)

イ 贈与関係(n=548)

ア 利害関係者の範囲関係(n=548)

厳しい 妥当である 緩やかである 分からない

よく知っていた
12.3%

ある程度

知っていた
45.0%

あまり知ら

なかった
31.0%

全く知らなかった
11.7%

(n=562)

厳しい
2.7%

どちらかといえ

ば厳しい
10.0%

妥当である
75.0%

どちらかといえば緩

やかである
7.1%

緩やかである
2.3%

分からない
2.9%

(n=561)
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問８　現在、倫理法・倫理規程によって、職務に必要な行政と民間企業等との間の情報収集、意
　　見交換等に支障が生じていると思いますか。

問９　貴社では、社員の倫理の保持（不祥事の防止、コンプライアンス等）のためにどのような
　　方策を講じていますか。（複数回答）

207

353

170

倫理の保持を担当する専任の役員を置いている

倫理の保持を担当する専門部局を設置している

外部有識者による監査、助言等の

仕組みを設けている

（社）

そう思う
3.0%

ある程度そう思う
18.4%

あまりそう思

わない
44.9%

そう思わ

ない
21.9%

分からない
11.8%

(n=561)

207

353

170

521

431

132

379

28

0 100 200 300 400 500 600

倫理の保持を担当する専任の役員を置いている

倫理の保持を担当する専門部局を設置している

外部有識者による監査、助言等の

仕組みを設けている

通報制度を設けている

倫理綱領を制定している

社員の倫理の保持に関する姿勢を

人事考課に反映する制度を設けている

倫理の保持のための研修を実施している

その他

(n=563)

（社）

そう思う
3.0%

ある程度そう思う
18.4%

あまりそう思

わない
44.9%

そう思わ

ない
21.9%

分からない
11.8%

(n=561)

12



問10　貴社における社員の倫理の保持のための研修において有意義だと思う内容について、順位
　　をつけて３つ以内でお選びください。

問９－２　貴社における社員の倫理の保持のための研修（職場内における周知・討議等、eラー
　　　　ニングを含む）について、社員１人につきどのくらいの頻度で受講させていますか。
　　　　管理職クラス（課長級以上の職員）、一般社員クラス（管理職クラス以外の社員）の
　　　　それぞれについてお答えください。（問９で⑦を選んだ企業のみ回答）

第１位 第２位 第３位

（社）

70.8%

74.4%

15.3%

14.1%

6.5%

3.5%

2.5%

3.7%

5.0%

4.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般職員

(n=400)

管理職

(n=403)

１年に１回

以上

１年を超え３年を超

えない期間に１回

３年を超え５年を超

えない期間に１回

５年を超える

期間に１回

社員の受講状

況を個別に把

握していない

6

30

7

9

6

18

26

35

183

224

1

70

18

5

13

70

56

101

141

48

1

127

35

11

23

73

34

71

47

39

0 100 200 300 400

その他

通報制度の窓口やその効果、

具体的処理例等の周知

社会人としての在り方についての

有識者による講演やディスカッション

古典や名著を活用し、社会人としての

在り方を考えさせる研修の実施

貴社以外の企業等における

企業倫理問題への取組状況

部下や組織の倫理の保持のための

マネジメント手法

企業倫理問題に関する

テーマ・ディスカッション

実際に不祥事が発生した際の

対応方法

不祥事に関する事例研究

企業倫理のルールに関する体系的な

説明・解説

(n=544)

第１位 第２位 第３位

（社）

70.8%

74.4%

15.3%

14.1%

6.5%

3.5%

2.5%

3.7%

5.0%

4.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般職員

(n=400)

管理職

(n=403)

１年に１回

以上

１年を超え３年を超

えない期間に１回

３年を超え５年を超

えない期間に１回

５年を超える

期間に１回

社員の受講状

況を個別に把

握していない
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問11　上記のとおり、倫理審査会では、毎年12月１日～７日を国家公務員倫理週間として各種啓
　　発活動（標語の公募、標語を用いたポスター・パンフレットの作成・配付、講演会の実施
　　等）を実施していますが、この国家公務員倫理週間を御存知でしたか。

問12　倫理法・倫理規程に関する疑義や倫理法・倫理規程違反が疑われる行為に関する情報を受
　　け付ける相談・通報窓口として、「公務員倫理ホットライン」（個人名等の秘密は厳守）が
　　倫理審査会に設置されていることを御存知でしたか。

具体的な啓発活動の

内容を含めて

知っていた
6.4%

倫理週間自体は

知っていたが、

具体的な啓発活動の

内容は知らなかった
21.4%

倫理週間自体を

知らなかった
72.2%

(n=561)

知っていた
21.8%

問13　現在、倫理審査会及び全ての府省において、組織内における倫理法・倫理規程違反の未然
　　防止と早期発見のために、職員の違反行為や疑惑や不信を招く行為についての通報を受け付
　　ける窓口が整備されていますが、必ずしも十分に活用されているとは言い難い状況にありま
　　す。通報窓口が活用されにくい要因は何だと思いますか。３つ以内でお選びください。

具体的な啓発活動の

内容を含めて

知っていた
6.4%

倫理週間自体は

知っていたが、

具体的な啓発活動の

内容は知らなかった
21.4%

倫理週間自体を

知らなかった
72.2%

(n=561)

知っていた
21.8%

知らなかった
78.2%

(n=556)

208

252

412

292

300

28

27

0 100 200 300 400 500

職員に対する通報窓口の周知不足

通報に対する心理的な抵抗感

（マイナスイメージ）

通報したことによって不利益な取扱いを

受けるのではないかという不安感

通報しても公正に処理されないのでは

ないかという不信感

面倒なことは避けたいという意識

通報の対象になるような違反行為自体が少ない

分からない

(n=555)

（社）
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問14　公務員による不祥事が起きた際、信頼回復のために必要な行政の対応は何だと思います
　　か。必要だと思う順に３つ以内でお選びください。

問15　倫理法・倫理規程違反をなくすためには、国家公務員だけでなく、その職務の相手方とな
　　る民間企業（公益法人等を含む。）の倫理法・倫理規程に対する理解を得ることが重要で

す 民間企業に対し 倫理法・倫理規程の理解を促進するための方策として有効であると思

16

3

65

3

248

226

39

25

140

13

232

99

145

48

129

24

33

90

0 100 200 300 400 500 600

研修などにより、職員に高い倫理感を

持たせるような取組を行うこと

職員の違反行為等についての

通報制度の活用を奨励すること

不正を行うことができない

業務処理体制を構築すること

禁止行為等の規制を更に厳しくすること

不祥事が発生した際、事実を隠さず、

広く情報公開すること

不祥事を起こした職員及び

管理監督者へ厳正な処罰を行うこと

(n=561)

第１位 第２位 第３位

（社）

　　す。民間企業に対し、倫理法・倫理規程の理解を促進するための方策として有効であると思
　　われるものについて、有効だと思う順に３つ以内でお選びください。
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0 100 200 300 400 500 600

研修などにより、職員に高い倫理感を

持たせるような取組を行うこと

職員の違反行為等についての

通報制度の活用を奨励すること

不正を行うことができない

業務処理体制を構築すること

禁止行為等の規制を更に厳しくすること

不祥事が発生した際、事実を隠さず、

広く情報公開すること

不祥事を起こした職員及び

管理監督者へ厳正な処罰を行うこと

(n=561)

第１位 第２位 第３位

（社）

9

115

63

263

2

49

50

3

104

210

116

5

38

19

7

140

80

62

5

49

29

0 100 200 300 400 500

その他

各府省等を通じた実際に当該府省と

接触のある民間企業に対する注意喚起

経済団体を通じた会員企業に対する

ＰＲ活動

新聞、テレビ等のメディアを通じたＰＲ活動

人事院の広報誌「人事院月報」への

ＰＲ記事の掲載

倫理審査会作成の

ポスター・パンフレットによるＰＲ活動

倫理審査会のホームページを活用した

ＰＲ活動

(n=551)

第１位 第２位 第３位

（社）
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倫理規程に金銭 物品に関する としか規定され な とが問題 ある 倫理はも と広

　倫理の保持、不祥事発生の防止の為には制度・システムの整備、その周知・徹底、罰則の厳格
化等々が必要だが、結局は組織・集団・企業等のトップ幹部の熱い思い、日常からの言動等によ
りかなりの部分の効果があるように思う。

　公務員に対する各種便宜供与が厳しく禁じられている事は理解できるが、これが民間との交流
（意見の交換等）に少々関与しているのではないかとも感じている。

　国家公務員自身ももちろんではあるが、相手となる民間企業に対して、直接ＰＲできる活動を
行うべきだと感じる。

　月並みであるが、まずコミュニケーションが円滑で開かれた企業風土を作りあげていく地道な
取組が必要。また、目先の利益、自己保身が我が身だけでなく企業そのものの存続を危うくする
という意識を持ちつづけるよう啓蒙活動を行っていくこと。

　公務員の倫理感が低いとは思わない。大部分の業務は公平・公正に行われていると思う。ただ
不祥事が起こった場合は、速やかに状況を公開し再発防止に努める姿勢を示すことは重要だと思
う。隠そうとすることは著しいイメージダウンにつながると思う。

　倫理審査会に通報された事例について、通報の概要と同審査会の行った措置について情報公開
することにより窓口への通報を促進させることができると思われる。

　倫理研修を実施するにあたっては｢してはいけないこと｣や｢許容される範囲（例外）｣を説明す
る前に、まず当社の使命や社会の中での役割、当社社員として本来あるべき姿、求められる姿勢
などについて理解を深めてもらうことが大切である。

問16　これまでの問に対する回答のほか、貴社における倫理の保持の取組の好事例や倫理法・倫
　　理規程違反をなくすための方策、通報制度がより一層活用されるための方策、倫理審査会や
　　各府省において取り組むべきこと、倫理規程の内容についての御意見など、自由に御記入く
　　ださい。

　民間企業は、一度大きな不祥事を起こせば、倒産する可能性があるかもしれないという危機意
識の中でコンプライアンスの徹底を図っている。それに較べて、公務員は（国家・地方含めて）
倒産の恐れもなく、コンプライアンスに対する意識が低いと思われる。何かあっても、なれあい
の中でもみ消しているイメージが強い。公務員は公僕－public servant－であり、広く公衆に奉
仕する者とされている。この意味を理解し、徹底させてほしい。

　倫理規程に金銭・物品に関することしか規定されていないことが問題である。倫理はもっと広
い範囲で規定されるべきである。

　人に罪を起こさせない仕組作りが重要と考える。①業務分掌：業務を１人ではなく必ず複数で
行い、互いに牽制させる。経理部において出納（財務）と記帳（会計）を分けるなど。②人事
ローテーション：同一人物が同じ業務を長く行うのは不祥事の温床になりやすい。定期的に異動
を行う。または長期休暇を強制的に取らせ、他の者がチェックをするなど。③内部監査：倫理審
査会直轄の内部監査組織を各省庁内に設置し定期的に内部監査を実施する。
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